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１．社会構造の変化と求められる人材像の変化
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社会構造が大きく変化している

（出典）内閣府総合科学技術・イノベーション会議「Society 5.0の実現に向けた教育・人材育成に関する政策パッケージ」（2022年6月2日）
内閣府HP「Society 5.0」

⚫ 内閣府は第5期科学技術基本計画において、「知識や価値の創出プロセスが大きく変
貌し、経済や社会の在り方、産業構造が急速に変化する大変革時代が到来してい
る」としている。

⚫ 「 Society 5.0の実現に向けた教育・人材育成に関する政策パッケージ」では、我々は
「一人ひとりが当事者意識を持ち、他者と協働しながら新たな価値創造を生み出すこと
が求められ、これまでの工業化社会とは違う「思考・発想」が求められている」とされてい
る。
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経済界は「多様な人材」を求めている

（出典）一般社団法人 日本経済団体連合会「「次期教育振興基本計画」策定に向けた提言」（2022年10月11日）
公益社団法人 経済同友会「価値創造人材の育成に向けた教育トランスフォーメーション（EX）」（2023年4月5日）

⚫ 日本経済団体連合会では、「変化の激しい時代にあって、生涯にわたって主体的に学び
続け、グローバル感覚を身に付けつつ、未来を切り拓くことができる、多様な人材の育成
は極めて重要な国家的課題である」としている。

⚫ 経済同友会でも、「イノベーティブで有益性の高い価値を創造するのは、多様性を有
する人材である。個の主体性を尊重した人材育成システムを自国内で構築し、価値創
造に必要な能力や経験をもつ多様な人材を継続的に輩出する必要がある」としている。

「価値創造人材の育成に向けた教育トランスフォーメーション（EX） 」より抜粋
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学校教育の内容も変化・多様化している

（出典）内閣府大臣官房政府広報室「2020年度、こどもの学びが進化します！新しい学習指導要領、スタート！」、文部科学省「（リーフレット）GIGAスクール構想の実現へ」

⚫ 近年、学習指導要領の改訂等を受けて、小学校から「情報・プログラミング教育」が必
修化されたり、また、高校で「総合的な探究の時間」「理数探究」が導入されるなど、社
会の変化を見据えて、学校教育の学びも変化・多様化。

⚫ また、「GIGAスクール構想」により、学びの個別最適化を実現する技術基盤が整備。

• グローバル化や情報化などによる社会の変化に対応し、ま
た、自分たちを取り巻く様々な社会の課題に向き合い、
解決しようとする力が必要。

• そのような資質・能力を育むために、新たな学習指導要領
では、小学校段階から中学校段階、高校段階を通じて、
様々な教育の充実を図る。

• 文部科学省による全国の児童・生徒1人に1台のコン
ピューターと高速ネットワークを整備する取組。

• 多様なこどもたちを誰一人取り残すことなく、 こどもたち一
人一人に個別最適化され、資質 ・ 能力を一層確実に
育成できる教育ＩＣＴ環境の実現を目指す。

近年の教育改革 GIGAスクール構想（2019年）

【教育の改革例】
○小学校中学年から外国語活動の導入
○小学校から情報・プログラミング教育の必修化
○大学入学共通テストに「情報」を追加
○「総合的な探究の時間」「理数探究」の導入 等
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多様な学びの実現には、民間との連携が重要

⚫ 近年、デジタル化の進展もあり、学校が民間企業などの外部サービスを活用することで、
学校単体では提供できなかった多様な学びが実現しつつある。

⚫ デジタル技術・民間サービスの活用による教育のアップデートを目指す「未来の教室」にお
いても、AIを用いたオンライン教材を活用した自律的な学習や探究・プロジェクト型学
習の展開、サードプレイスの拡大により、こどもたちの学びの選択肢の拡大を推進。
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一方、学校の学校教育費の不足や使いづらさ、また個人負担が課題

（出典）三菱みらい育成財団 研究レポート2023「心のエンジンが駆動するとき」(2023）
ソニー生命保険「子どもの教育資金に関する調査」（2023）

⚫ 学校の予算の大半は人件費や施設関係費で占められ、学校外の民間サービスを利用
したり、外部講師を招くための学校教育費の予算は限定的。

⚫ 加えて、仮に自治体の財政措置で外部サービスを利用する場合であっても、単年度主
義や公平性担保の考え方から、意欲ある学校が柔軟に民間サービスを利用することが
困難という声もある。

⚫ また、学校によっては個人負担で多様な学びを実現している事例があるものの、こどもの
教育費について、すでに保護者の6割超が「負担が重い」と回答。

学校教育費の支出項目の内訳 こどもの教育費の負担が重いか
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加えて、学校現場では、教員の長い労働時間や教員不足がネック

（出典）国立教育政策研究所「TALIS2018報告書vol.2―専門職としての教員と校長―のポイント」
義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令、文部科学省「人口動態等を踏まえた学校運営や学校施設等の在り方について」

⚫ 学びの多様化が求められる一方、我が国の学校や教員は担う役割が多いことが特徴で
あり、すでに、日本の小中学校教員の仕事時間が長いことが課題となっている。

⚫ さらに小規模校では、より教員数が少なく、多様な学習・指導形態をとることが難しい
場合がある。

⚫ 学校の余力が限られる中、学校外の資源も活用し多様な学びを実現することが重要。

教員の1週間あたりの仕事時間
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学校や保護者のみならず、社会全体でこどもの教育環境を支えることができないか

⚫ 多様な学びを実現するために、学校予算や保護者の個人負担に加え、第３の道として、
企業や個人と連携し、寄附・支援等を活かしながら、社会全体で次世代の教育を支え
ることはできないか。

学校（公教育）

教育機会を
平等に提供

保護者
こどもに応じて
プラスアルファの
教育を選択

社会（企業や個人）

各地域や学校、個人の事情や
意欲・特性に応じた施策
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企業の社会貢献活動は増加しており、特に、教育分野に関心あり

（出典）一般社団法人日本経済団体連合会1％クラブ「2016年度社会貢献活動実績調査結果」（2017年11月14日）より経済産業省作成
https://www.keidanren.or.jp/policy/2017/091_honbun.pdf

⚫ 企業の社会貢献活動について、取り組む企業数も、企業1社あたりの支出額も、ともに
増加傾向にある。

⚫ 様々な分野で社会貢献活動が行われているが、特に教育分野への関心が高い。

社会貢献活動の推移 分野別支出割合
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企業は教育支援を通じて「認知度向上」や「将来の人材確保」を期待

⚫ 一部の企業では、自社が有する様々な資源を提供し、教育支援を行っている。

⚫ 企業側のメリットとしては、自社の認知度向上や将来の人材確保をあげている。

⚫ 地域の優良企業にとって、高校卒業段階までに接点を持たなければ、大学進学等で地
元を離れた人材の採用は困難。

⚫ 高校や中学校で進展する「探究学習」における教材として、地域企業の課題解決に高
校生が取り組むことは、Win-Winとなる可能性。

教育支援活動による企業への効果（複数回答、教育支援実施企業のみ）

＜その他 主な自由記述＞

• 若い社員の指導スキルの向上
• 入社後の仕事のイメージの具体化によるミ
スマッチの解消

• 業界への理解促進、認知度の向上
• 小中学生の機械への興味の喚起、将来
の製造を背負う人材の育成

（出典）東京商工会議所「『企業による教育支援活動』に関する調査集計結果について」（2013） 13



企業だけでなく、個人も教育分野への寄附の意向あり

⚫ 日本の個人金融資産は2023年３月末時点で2043兆円。また、東京における3000
万ドル以上を有する超富裕層の数は、ニューヨーク、香港に次いで世界第3位。

⚫ 日本人のいずれの年収区分の者でも、教育機関に寄附したい、検討してもよい、という
人が約半数存在。

（出典）「WORLD ULTRA WEALTH REPORT 2021」、経済産業省教育産業室 令和４年度 Webアンケート調査より抜粋
https://www.visualcapitalist.com/wp-content/uploads/2021/08/Wealth_X_World_Ultra_Wealth_Report_2021.pdf

7.3%

5.0%

4.6%

3.3%

3.3%

4.6%

43.7%

44.3%

39.0%

37.0%

34.1%

39.5%

49.0%

50.7%

56.4%

59.8%

62.6%

55.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1000万以上…

700万-1000万未満…

500万-700万未満…

300万-500万未満…

300万未満…

合計…

積極的にしたい

検討したい

Q.教育機関に寄附できる仕組みがあれば、
寄附しても良いと思いますか。

3000万ドル以上の資産を持つ人口が多い都市トップ10

14



15

一方、企業等と教育界の連携には課題も存在

（出典）東京商工会議所「『企業による教育支援活動』に関する調査集計結果について」（2013）
日本寄附財団 関西大学法学部坂本 治也教授「なぜ日本人は寄附をしないのか」

⚫ 企業としては、学校との接点がない、負担の多さ、手法がわからないなどの課題が挙げ
られている。個人では、「寄附したお金がきちんと使われているのか不安に感じる」ことな
どが取組が進まない背景として挙げられている。受け入れる側の体制や説明不足、また、
教育界と企業等がWin-winになるモデルが少ないことなどが背景として考えられる。

企業が教育支援活動を実施していない理由 慈善団体への不信感／寄附に対する不安感

慈善団体に対する信頼感

「寄附したお金がきちんと使われているのか不安に感じるか」

77.2％
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議論していただきたい主な論点

１．自治体・学校と企業・団体の教育分野における連携のあり方

⚫ 教育分野における企業等との協働を実施・継続するにはどのような連携のあり方が望ましいか、
また事業として継続しやすい連携のあり方はどのようなものか

⚫ 自治体・学校が、企業等に対して期待する協働・支援の内容はどのようなものか

２．教育分野における事業性・財源確保の方策について

⚫ 地域創生等の観点から、教育委員会と首長部局の一層の連携促進が必要ではないか
⚫ 自治体・学校が寄附等を受け取りやすい類型の整理が必要ではないか
⚫ ふるさと納税（企業版・個人版）や公益社団法人等への寄附控除の仕組みを効果的に活用す
ることはできないか

⚫ 公教育分野への寄附・支援の増加や継続性確保のためにとりうる施策はあるか

３．マッチング・認知面での課題

⚫ 教育分野への貢献意欲がある企業・個人と、ニーズを抱える自治体・学校が出会う機会を増進さ
せるためにはどのような施策が有効か

⚫ 学校外の学びの機会（サード・プレイス）について、保護者・こどもたちの認知・関心を向上させる
ためにはどのような施策が有効か

その他、公教育分野における官民連携を促進するための施策・課題について
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